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研究成果の概要（和文）：当初の想定通り，中山間地域で進む地域外部資本による資源取得の非調和的実態の把
握に成功した。その一部は平地農業集落から都市近郊地域にまで及んでいる。個別研究では，環境税という形式
の原資に基づいて，これらの実態から及ぶ外部不経済の解消に資する知見を導出した。具体的には，現状把握的
な研究として，土地管理不全が誘発する新規土地取得のポテンシャル，環境税の運用により抑制しうる野生鳥獣
害の制御方法の検討，再生可能エネルギー関連施設の過剰分布とその影響，水源地域の土地取得による地元との
摩擦の発生可能性について網羅的に探索し，それぞれ個別案件に対して，地域計画への貢献を視野に入れた提言
をもって結論づけた。

研究成果の概要（英文）：Some of them extend from flatland agricultural villages to suburban areas. 
In the individual research, based on the resources in the form of environmental taxes, we derived 
knowledge that contributes to the resolution of the external diseconomies that extend from these 
actual conditions. In this study, the potential of new land acquisition induced by inadequate land 
management, the control method of wild bird and animal damage that can be controlled by 
environmental taxation, the excessive distribution of renewable energy-related facilities and its 
impact, and the possibility of friction with local communities caused by land acquisition in water 
source areas were comprehensively explored. The paper concludes with recommendations for each case, 
intending to contribute to regional planning.

研究分野：地域計画学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は，急激な人口減少により土地資源や生物資源の維持管理が困難になることが予想される中で，それらが
市場経済で価値を持ち，国内のみならず国外の経済主体の投機対象となるような状況を想定した。現在において
もその一旦は既にみられているが，状況が客観的に把握されておらず，問題構造の理解や望ましい対応に関する
議論が錯綜している。
本研究は，流域全体にわたって散見される当該問題について，計画論的な見地から課題と展望について検討し
た。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 国内各地の農山村地域において散見される，水源地域から里山，里地に渡る広範囲に及ぶ農林
地の後継者不足の影響として，大局的には 2つの問題が顕在化している。1つは既に深刻化して
いる放棄林・耕作放棄地の発生であり，限られた労働量を最大限活用して，如何に保全していく
かという問題である。この問題に起因して，野生鳥獣による生活空間・自然空間への被害も急増
し，状況をより深刻化している。本科研申請者らはこれらの問題に対して現地調査に基づく最前
線のデータ収集と分析を実践してきており，水田農業の管理コストの理論的最適化，遊休農地の
効率的利用，野生鳥獣被害の防除に関しては，着実に成果を公表済である。 
 他方で，近年上記のような管理が後退する領域に対して，地域外部の企業等による土地取得を
含む投資行動が急速に進み，住民の安心・安全の確保にむけて，当該地域との調和を維持するこ
とが緊急かつ重要な課題となっている。とりわけ社会的に注視すべき動向として，国内外の企業
や資産家による水源地域の森林買収や，中山間地域の里地・里山に広がる遊休地における太陽光
発電施設の建設投資がある。ここでは「外部資本投資」と略称する。 
これらの外部資本投資は，いずれも違法性のない経済行動であるが，地権者の土地管理意欲が低
下している近年の社会的背景の下で，自治体や地域住民が実態を把握できる状況を超え，周囲に
危機感を及ぼすほど急速に展開されている地域も多い。 
 これらの外部資本投資は，現状のところ実害に相当する乱開発や違法行為は確認されていな
いが，水源地域保全条例や固定価格買取制度などの政策が誘導的に新設・改定されるなど（業績
2-8），我が国の地域政策に及ぼすインパクトは極めて大きいと考えられる。しかしながら，一部
の世論を反映した書籍はみられるが，学術的な視点から客観的に現状を精査し，公正な社会調査
を基に実態を解明して，調和的な中山間地域を維持しようとする視点の研究は，申請者ら以外で
は極めて少ない。 
 
２．研究の目的 
国内各地の農山村地域において散見される，水源地域から里山，里地に渡る広範囲に及ぶ農林地
の後継者不足の影響として，大局的には 2つの問題が顕在化している。1つは既に深刻化してい
る放棄林・耕作放棄地への対処である。他方で，近年このような管理が後退する領域に対して，
地域外部の企業等による土地取得を含む投資行動が急速に進み，住民の安心・安全の確保にむけ
て，当該地域との調和を維持することが緊急かつ重要な課題となっている。とりわけ社会的に注
視すべき動向として，国内外の企業や資産家による水源地域の森林買収や，中山間地域の里地・
里山に広がる遊休地における太陽光発電施設の建設投資がある。本研究では，このような外部か
らの資本投資の周辺情報を精査して，そこを基点に環境税のあるべき姿を探求する。そして，よ
り効果的な制度デザインを行うことが，3年間で完結させるべき本研究の目的である。 
 
３．研究の方法 
本年度は，中山間地域で近年急増する耕作放棄地などの管理不全空間を量的にとらえ，その空間
に対する地域外資本からの参入（外部資本投資）の実態を把握する。これにより未利用空間の価
値を再評価し，外部不経済の実態的な理解を深める。より具体的には，「公式統計で公表されて
いる情報，未公表で見落とされているローカルな外部資本投資の実態解明及びその土地利用に
関する全国的な情報収集」「外部資本投資の発生要因に関する空間的特徴の解明」を行うために，
インターネットリサーチ調査や GIS データコンテンツ，農林業センサス農業集落カード等によ
って質的データ，空間データを収集し，解析する。 
まず質的情報の収集で用いるインターネットリサーチ調査は，近年大規模な調査範囲を設定す
る際に多用される手法であり，その信頼性も向上してきている。このような大規模調査によって，
「人の目」という最も緻密に国土全体を網羅した情報源により土地利用を俯瞰し，外部資本投資
を定性的に実態解明する。 
空間データの収集については GIS データを活用し，外部資本投資の空間特性を，地理情報・社会
経済情報をソースとした空間解析によって定量的に実態解明する。 
これらの手段と合わせて，行政担当部局等への聞き取りも適宜追加していく。外部資本投資の背
景は統計データや空間データには見えにくい事情が関係している可能性が高く，聞き取り調査
を組み合わせることによって，現場の細かな情報を収集し考察に用いる。 
 
４．研究成果 
 以下のような個別研究の成果が獲得できた。 
1 つ目は，外部者による土地取得・利用が行われるリスクを増加させる要因として，住民による
管理の粗放化および放棄に着目し，山間地域の限界集落における地域資源の管理意向調査を行
った。岡山県久米南町のある限界集落を事例とし，区長へのヒアリング調査と悉皆アンケート調
査（回収率 75.8％）を実施し，地域資源（共用地・施設）の共同管理の実態と管理意向を明らか
にした。対象集落は，最若齢者が 48歳かつ 75歳以上の後期高齢者が 46.7%を占めており，全 33



世帯のうち 45.5％が独居であった。主な結果は以下の通りである。 
 主な 5 種の地域資源について，共同管理への参加率は最低でも 68.0％を維持しており，外部
支援を受けない自立的管理が継続されていた。しかし，不参加世帯のほとんどは 80 歳以上の独
居世帯であり，高齢者や傷病者の増加が著しいため，2018 年より高齢者の参加免除と不参加世
帯への負担金徴収の撤廃が開始されていた。また，人手不足への対応として作業受託の中止や管
理頻度の減少が行われていた。不参加負担金の撤廃だけでなく，中山間地域等直接支払制度の協
定農用地の減少による交付金の減額も起こり，共同管理の費用確保が難化していた。 
 

表１ 主な地域資源の共同管理状況 
地域資源 2019年参加率 管理の粗放化 
県道 － 2018年より県からの作業受託を中止 
町道・農道 全戸の 68.0％ 2018年より管理頻度半減と除草剤導入 
山道・林道 役員の 92.3％ － 
ため池・水路 水利組合員の 78.9％ 2020年より管理頻度減少 
神社 老人会員の 73.7％ － 

 
 8 割以上の住民がこれら地域資源の管理は集落を維持するうえで重要だとしたが，山道・林道
については管理が重要でないとの認識が過半数に及び，管理放棄が危ぶまれる。また，現状の自
律的管理を継続可能と考える住民は１割に満たず，親戚や知人による代替も不可能である実態
が明らかになった。 
 

表２ 自律的管理の継続に関する認識 

地域資源 
管理の 
重要性* 

住民の自立的管理 親戚・知人による代替 
必要性* 実現性* 代替能力* 候補者あり 

町道・農道 86.4% 47.8% 8.3% 25.0% 20.0% 
山道・林道 43.5% 30.4% 8.7% 8.7% 4.2% 
ため池・水路 85.7% 31.8% 9.1% 13.6% 8.7% 
神社 85.0% 57.1% 25.0% 15.0% 4.5% 

*：「1.思わない」～「5.思う」のうち 4以上の選択率 
 
 住民による自立的管理が不可能な場合に代替する管理主体としては，親戚・知人よりも外部支
援者と業者が選好され，地域資源による選好の差異は小さかった。金銭の支払いが生じることも
明記したが，高齢層ほど外部支援者よりも業者を好む傾向が強いことが分かった。 
ただし，自律的管理の実現性が比較的高く評価されていた神社は，集落役員による管理が最も選
好されるという異なる傾向を示した。 
 

表３ 住民に代わる管理主体の選好 
 人手不足時の助力１） 10年後の管理主体２） 
親戚・知人 外部支援者 業者 親戚・知人 外部支援者 業者 

80歳以上 3.3% 20.0% 56.7% 12.0% 56.0% 64.0% 
60-79歳 3.6% 34.5% 41.8% 2.0% 30.0% 50.0% 

60歳未満 8.6% 57.1% 25.7% 8.6% 80.0% 45.7% 
注１）頻度減少，内容変更，集落内の主体拡大を加えた 6選択肢中 3つ選択時の選択率 
 ２）自治会，役員，個人，水利組合を加えた 7選択肢中 3つ選択時の選択率 

 
 以上から，山間過疎高齢集落において，主要地域資源の管理放棄および頻度減少が起こってお
り，住民や近縁者による従来の管理体制の継続は実現性が低いと認識されている現状が明らか
になった。代替的な管理主体としては，共同管理への参加が困難となる高齢者ほど，経済的負担
が生じる業者委託を外部支援者よりも好む傾向にあった。 
 
2 つ目の研究は，都道府県における森林環境税の野生動物保護管理への活用実態と特徴に関す
る調査分析である。主に森林環境の維持増進を目的とした広域自治体の独自課税（以下「森林環
境税」）は、2003 年の高知県を皮切りに、現在 37 府県で導入されている。税収は施業放置林の
整備を目的とした事業等に主に活用されているが、野生動物保護管理を目的とした事業を設定
している自治体が複数見られる。森林環境の保全という課税目的から、野生動物保護管理および
鳥獣害対策における「生息地管理」への役割が期待されるが、ここではこれらの各自治体におけ
る活用実態を整理・把握し、森林環境税を活用した事業が、都道府県における野生動物保護管理
予算の中でどのような位置付けを持っているのかを明らかにする。 
 2019 年現在、都道府県の独自税として森林環境税を導入している全 37 府県を対象に、事業報
告書や web サイト等の公開情報をもとに、野生動物保護管理に関わる事業を実施している自治
体を抽出し、内容とその有無について分類を行い、さらに主に大型哺乳類の対象種、整理、事業
の開始年度等についても把握、整理を行った。 



また、上記の整理結果を踏まえ、予算運用の具体的事例として 2020 年 3 月に奈良県の林務部局、
農業部局の担当者に対してヒアリング調査を実施し、野生動物保護管理に関わる事業実施の経
緯や、地方自治体としての考え方について聞き取りを行った。その結果，森林環境税を導入して
いる 37 府県のうち、17 県で野生動物保護管理に関わる事業を実施していることが確認できた。
野生動物保護管理に関わる事業を開始した年度を把握できたのは 7 県だが、このうち 5 県が税
制導入から数年が経過したのちに事業を開始しており、当初は野生動物保護管理が目的に含ま
れてはおらず、運用を進める中でこれらの目的が追加されたことが伺える。（表 4） 
事業内容として多くの自治体で実施されているのは緩衝帯整備で、次いで特定鳥獣保護管理計
画の策定に関わる生息・被害調査が多く、鳥獣害対策における生息地管理に関わる事業が見られ
た。また個体数管理に関わる事業も複数の自治体で実施されていた。 
対象とされていた獣種はニホンジカが最も多く、次いでイノシシ、ツキノワグマであった。自治
体によっては河川等の水源保全も目的とした税制の設計となっており、カワウを対象種とする
自治体もあった。 
 
表 4 都道府県の森林環境税を活用した野生鳥獣保護管理に関わる事業 

 
 
3 つ目の成果は，耕作の実施状況によるため池管理への参加意欲の差異に関する調査分析であ
る。農家・非農家の混住化ならびに住民の減少や高齢化が著しい農山村地域において，ため池の
持続的な管理は課題のひとつとされている。大都市近郊の混住化が進む地域のため池に対する
住民の意識や関わり方は，営農状況や集落の 混住化の程度等が影響する。ため池管理への参加
が期待される非農家の農業水利施設の維持管理に参加 する行動意図に着目した研究は，農業水
利施設，揚水水車がある．ため池に着目した研究では，生態系サービスの構成要素である文化的
サービスと環 境保全活動への参加意欲の関係性が明らかにされている。そのほか，ため池管理
に関する研究は数多い。ところが，これらの多くが「調査対象＝ため池の周辺住民」とする事例
が少なくなく，「周辺」の定義や対象者とため池の関係性が曖昧である。また，回答者が世帯主
で性別や年 齢の偏りが生じやすい。本研究は，上記曖昧さを除去すべく，一村単位のため池を
管理している住民を対象とすることに着目した。一村単位のため池とは，村に相当する自治会
（集落）単位で所有・管理されるため池のことであり，農業的な受益者（例えば水利組合）だけ
で管理されているのではなく，自治会を構成する世帯（以下，地区住民）全体で管理されている
ため池のことである。現在，このようなため池のある農山村地 域でも混住化が進行している地
域は少なくなく，非農家を 含めた持続的なため池管理の方策が求められている。そこで，本研
究では耕作の状況（耕作・非耕作）に着目し，ため池管理への参加状況や今後の参加意欲（以下，
参加意欲）の違いを明らかにすることで，上記課題の解決に向けた方策を提示することを目的と
した。 
アンケート調査結果より，耕作者の方が多面 的機能の認識が高く洪水緩和機能を重要視する
傾向だった。重回帰分析の結果では，参加意欲が高い傾向として，洪水緩和機能への重要認識を
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2003 高知 2008 〇 〇
山口 ー 〇 〇 〇
愛媛 ー 〇 〇 〇 〇 〇
熊本 ー 〇 〇 〇 〇 〇
滋賀 2010 〇 〇
奈良 2012 〇 〇 〇 〇 〇 〇
兵庫 2006 〇 〇 〇 〇 〇
大分 ー 〇 〇 〇
山形 ー 〇 〇 〇 〇 〇 〇
石川 2017 〇 〇 〇
和歌山 2009 〇 〇 〇
広島 2007 〇 〇

2008 栃木 ー 〇 〇
2011 宮城 ー 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
2012 岐阜 ー 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

群馬 ー △
三重 ー △

※森林環境税を導入している37府県のうち、野生動物保護管理事業を行っている17県を整理
※「△」は、県事業ではなく、市町村が取り組む事業の中で行われていることが確認できたもの

2006

2007

2014

森林等整備 捕獲 その他 対象種

2005



もつ耕作者であることが示唆された。今回の調査では，これまでため池管理にあまり参加してこ
なかった女性の参加意欲が高かった点が明らかになり，今後の管理体制の見直しのきっかけに
一石を投じる結果だったといえる。さらに，自治会内での農業体験や交流等を通して，耕作実施
者を増やしため池の有する多面的機能を認識する機会を設けることが有効と考えた， 
 
4 つ目の研究は，日本の水源地域における土地所有ニーズの国際化に関する調査分析である。
これまでの研究では，水源地域の土地利用の秩序が乱れることを制御したい行政と，水資源の過
剰取得や違法建築物の設置など，危険行為を恐れる市民とのギャップに基づいて，外国資本によ
る土地取得に対する市民の態度や考え方が評価されてきた。この知見を踏まえて，本研究では，
これまで具体的な国を対象とした事例報告がなかった水源地域における外資の土地取得プロセ
スとその計画を調査した。そして，日本の林業が弱体化していくなかで，山林地域で起こってい
る事実を確認することで，そこを健全に維持していくことを検討する際に有益な情報を得た。本
研究によって明らかにされたことの社会的意義と，依然として明らかにされていないことは以
下のように整理される。 
本研究では，調査時点で日本における外資の土地取得の主な 2地域を対象にした調査から，少
なくとも土地取得目的として地元地域に負の外部性が及ぶような事態は想定されにくいことが
明らかとなった。日本の過疎地域の多くが人口減少に起因する税収減に苦しむ中，外資による土
地取得が地域経済の活性化に貢献している実例もある。例えば，日本の北部に位置する北海道地
域において外資の土地取得が最も展開されるニセコ町では，移入した外国人が総人口を向上さ
せ，彼らの経済活動が税収を大きく高めた。その結果，人口減少と経済縮小を同時に打開して持
続可能な地域を構築したことが日本政府から賞賛されて，「2018 年 SDGS 未来都市」に認定され
た。 
ただし，必ずしも良いインパクトだけではなく，教育機関の国際化やインフラの追加整備など
の負担も発生することから，地域行政は住民を交えて外資の土地取得との共存について熟慮す
ることが求められる。本研究結果が今後の自治体行政の制度設計に対して有効に作用すること
が期待される。 
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